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地域公共交通活性化再生法の基本スキーム

協議会を開催し策定
（地方公共団体・交通事業者・道路管
理者・利用者・学識者等から構成）

基本方針 （国土交通大臣・総務大臣が策定）

国土交通大臣が
認可

法律の特例措置
（独占禁止法の
カルテル規制の
適用除外）

（事業者）

共同経営計画

＜独占禁止法特例法
において措置＞

国土交通大臣が認定

法律の特例措置

新地域
旅客運送
事業計画

（DMV、

水陸両用車等）

（事業者）

法律の特例措置

国土交通大臣が認定

地域公共交通特定事業
（必要に応じて地域公共交通計画（改正前：地域公共交通網形成計画）に事業実施を記載できる）

（事業者）

地域公共交通利便増進実施計画
（改正前：地域公共交通再編実施計画）

（地方公共団体）

（事業者）

海上運送
高度化事業
（海上運送
サービス改善）

軌道運送
高度化事業
（LRTの整備）

（事業者）

道路運送
高度化事業
（BRTの整備）

（事業者）

鉄道事業
再構築事業
（鉄道の

上下分離等）

（事業者）

軌道運送高度化
実施計画

道路運送高度化
実施計画

海上運送高度化
実施計画

鉄道事業再構築
実施計画

（事業者） （事業者）（事業者） （地方公共団体・事業者） （地方公共団体・事業者）

鉄道再生事業
（廃止届出がなされ
た鉄道の維持）

（事業者）

鉄道再生
実施計画

国土交通大臣に届出

地域旅客運送
サービス継続事業

【新設】

（事業者）

地域旅客運送サービス
継続実施計画

（地方公共団体）

地域公共交通計画

地域公共交通利便増進事業
（改正前：地域公共交通再編

事業）

新モビリティ
サービス
事業計画
【新設】

（事業者）

貨客運送
効率化事業
【新設】

貨客運送効率化
実施計画

（事業者）

（事業者）

法律の特例措置法律の特例措置

 従来の公共交通サービスに加え、地域の多様な輸送資源（自家用有償旅客運送、
福祉輸送、スクールバス等）を位置付け、地域の移動ニーズにきめ細やかに対応。

 定量的な目標（利用者数、収支等）の設定、毎年度の評価等により、データに基づく
PDCAを強化。

（原則として全ての地方公共団体が策定）

（改正前：地域公共交通網形成計画）
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地域公共交通利便増進事業（旧:地域公共交通再編事業）とは

運転者不足の深刻化等を踏まえ、地方都市のバス路線等で、単純な路線再編だけでなく、運賃・
ダイヤ等のサービス内容の見直しにより利便性を向上させる取組へのニーズが増加。

路線ネットワークの構築や、定額制乗り放題運賃や等間隔運行等の運賃・ダイヤの改善の取組等
を通じて、地域公共交通の利用者の利便の増進を図る事業。

背景

概要

国土交通大臣の認定を受けた場合、
法律上の特例措置

（事業許可等のみなし特例等）

地方公共団体が、関係者と協議し、
地域公共交通計画へ

地域公共交通利便増進事業を位置付け

事業スキーム

地方公共団体が、必要な関係者の同意
を得た上で、地域公共交通
利便増進実施計画を作成

事業の実施イメージ（一例）

乗換拠点
（待合施設等）

駅 前

Ａ地域

Ｃ地域

Ｂ地域

駅 前 Ａ地域
定額 200円

駅 前 Ａ地域通し 200円

駅 前
Ａ地域

運行
間隔

ハブ＆スポーク型
の路線再編

定額制乗り放題
運賃、通し運賃

パターンダイヤ、
等間隔運行
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地域公共交通利便増進事業の対象となる事業①

※特定旅客運送事業：旅客鉄道事業、旅客軌道事業、一般乗合旅客自動車運送事業、国内一般旅客定期航路事業
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地域公共交通利便増進事業の対象となる事業②
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利便増進実施計画の記載事項

①実施区域

②事業の内容・実施主体

③地方公共団体による支援の内容

④実施予定期間

⑤事業実施に必要な資金の額・調達方法

⑥事業の効果

⑦地域公共交通計画に利便増進事業に関連して実施される事業が定められてい
る場合には、当該事業に関する事項

⑧地域公共交通計画に都市機能の増進に必要な施設の立地の適正化に関する
施策、観光の振興に関する施策その他の関係する施策との連携に関する事項
が定められている場合には、当該連携に関する事項

⑨その他利便増進事業の運営に重大な関係を有する事項がある場合には、その
事項

記載事項

◆利便増進実施計画の認定に当たって必要な基準
・基本方針に照らして適切なものであること
・事業を確実に遂行するため適切なものであること
・個別事業法の許可基準に適合すること

◆複数事業者間の路線、ダイヤ、運賃などの調整が必要となる場合には、独
占禁止法の規定に抵触しないよう留意する必要がありますが、独占禁止法
特例法に基づく共同経営計画の作成を前提として協議を行う場合には、個
別・具体的な運賃・料金、運行回数、路線・運行系統等の設定について、複
数事業者の間で協議を行うことができます。

◆事業内容の記載に当たっては、当該事業の実施区域内で事業の対象と
なった路線・ダイヤ・運賃などのサービス内容について、事業実施前と後に
ついてそれぞれ掲載します。

その他留意点
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利便増進実施計画策定のメリット

◆手続きのワンストップ化
・利便増進実施計画と個別事業法に基づく事業計画等を、別々に提出する必要がなくなります。

◆サービスの持続的な提供

・公共交通事業者が正当な理由なく計画に定められた事業を実施していない場合には、国土交
通大臣が勧告・命令を行い、事業の確実な実施を担保します。

◆計画を阻害する行為の防止（※一般乗合旅客自動車運送事業のみ）

・利便増進実施計画の維持が困難となり、かつ、公衆の利便が著しく阻害されるおそれがある場
合には、
ⅰ）利便増進事業の実施区域では、一般乗合旅客自動車運送事業の許認可が制限されます。
ⅱ）利便増進事業の実施区域では、一般乗合旅客自動車運送事業の実施方法の変更を命じ
ることができます。

・また、道路運送法による乗合バスの新規参入等に係る通知を受けた地方公共団体は、当該新
規参入等により想定される利便増進実施計画への影響について、定量的に明らかにした上で、
法定協議会等における議論を踏まえ、国に意見を提出することができます。

◆少量貨物の運送（※自家用有償旅客運送のみ）
・旅客の運送に付随して、少量の貨物を運送することができます。



地域旅客運送サービス継続事業とは

地方公共団体が、鉄軌道・路線バス等の維持が困難な
状況を把握（事業者等からの相談・情報提供等）

地方公共団体が、サービス提供事業者と連携して、
地域旅客運送サービス継続実施計画を作成、

国土交通大臣の認定を受けた場合、法律上の特例措置
（事業許可等のみなし特例等）

地方公共団体が、既存の事業者を含めた関係者と
協議し、地域公共交通計画へ

地域旅客運送サービス継続事業を位置付け

多様な選択肢を検討の上、実施方針を策定し、
公募により新たなサービス提供事業者等を選定

地方部を中心に、鉄軌道や路線バス等の廃止に至る事例が増えている中、地域の関
係者が一体となって、廃止後の代替サービスを確保することが必要。

地域公共交通の維持が困難と見込まれた場合、地方公共団体による公募により、新た
なサービス提供者を選定し、地域における旅客運送サービスの継続を図る事業。

背景

概要

事業スキーム 事業の実施イメージ（一例）

コミュニティバス
による継続

タクシー車両を活用した
デマンド交通による継続

廃止路線
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実施方針・継続実施計画の記載事項等

①実施区域
②事業を実施する路線等において現に実施されている特定旅客運送事業の
状況

③②の路線等において地域旅客運送サービスの維持を図るために引き続き
実施する運送（継続旅客運送）に係る運送機関の種類、態様その他の内容

④継続旅客運送を実施する者の条件

実施方針の記載事項

◆実施区域や事業の内容、地方公共団体による支援の内容等の実施方針と記載が重複する事項については、継続実施計画
本体に実施方針を添付し、当該事項の記載箇所を明示することで、計画本体における記載として代えることも可能です。

◆継続実施計画の認定に当たって必要な基準
・基本方針に照らして適切なものであること
・事業を確実に遂行するため適切なものであること
・個別事業法の許可基準に適合すること

その他留意点

⑤地方公共団体による支援の内容
⑥実施予定期間
⑦公募の期間
⑧継続旅客運送を実施する者の選定の方法
⑨その他必要な事項

①実施区域
②事業の内容・実施主体
③地方公共団体による支援の内容
④実施予定期間
⑤事業実施に必要な資金の額・調達方法

継続実施計画の記載事項

⑥事業の効果
⑦地域公共交通計画に継続事業に関連して実施される事業が定められ
ている場合には、当該事業に関する事項

⑧その他継続事業の運営に重大な関係を有する事項がある場合には、
その事項

【実施方針におけるメニュー例】
・乗合バス事業者など他の交通事業者による継続（区域の縮小・路線の変更含む）
・デマンド交通（タクシー車両による乗合輸送（区域運行））による継続
・自家用有償旅客運送による継続
※必要に応じて、上記のメニューに、福祉輸送、スクールバス、病院や商業施設等への送迎サービス等を組合せ

・コミュニティバスによる継続
・タクシー（乗用事業）による継続
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継続実施計画策定のメリット

◆手続きのワンストップ化
・継続実施計画と個別事業法に基づく事業計画等を、別々に提出する必要がなくなります。

◆廃止届出手続の省略

・継続事業に係る従前の鉄道事業や乗合バス事業等について、事業廃止が必要となる場合にお
いては、個別事業法に基づく事前の廃止届出を行う必要がなくなります。

◆サービスの持続的な提供
・公共交通事業者が正当な理由なく計画に定められた事業を実施していない場合には、国土交
通大臣が勧告・命令を行い、事業の確実な実施を担保します。



地域公共交通計画、地域公共交通利便増進実施計画、地域旅客運送サービス継続実施計画の策定への支援
（交通計画策定事業、利便増進計画策定事業、旅客運送サービス継続計画策定事業）

○補助対象事業者：地域公共交通活性化再生法に基づく協議会（法定協議会）

○補助対象経費：地域公共交通計画、地域公共交通利便増進実施計画、地域旅客運送サー

ビス継続実施計画の策定に必要な経費

（地域データの収集・分析の費用、住民・利用者アンケートの実施費用、専

門家の招聘費用、協議会開催等の事務費、短期間の実証調査のための費

用等）

○補助率：１／２（上限額500万円又は1,500万円（地域公共交通計画）、1,000万円（地域公共交通利

便増進実施計画）、500万円（地域旅客運送サービス継続実施計画））

地域公共交通利便増進実施計画、旅客運送サービス継続計画の推進への支援
（利便増進計画推進事業、旅客運送サービス継続計画推進事業）

○補助対象事業者：地域公共交通活性化再生法に基づく協議会（法定協議会）

○補助対象経費：国の認定を受けた地域公共交通利便増進実施計画、地域旅客運送サービス継続実施計画

に基づく事業として実施する利用促進及び事業評価に要する経費（公共交通マップ・総合時

刻表の作成、ワークショップの開催、モビリティマネジメントの実施、目標達成状況の把握・検

証・評価のための費用等）

○補助率：１／２

○補助対象期間：５年間

地域公共交通調査等事業

地域公共交通利便増進実施計画のイメージ

地域公共交通計画の記載事項（イメージ）

○計画の効果な活用のために必要な視点

①地域戦略との
一体性の確保

（まちづくり、医療・福祉、
観光等との連携）

②モード間連携や

多様な輸送サービス
の活用

③地域の多様な
関係者の協働

④交通圏全体を
見据えた広域的な連携

⑤データによる状況把握、
効果的な目標設定・検証を設定

○定量的な目標値（公共交通の利用者数、収支率、
公的負担等）、補助対象系統の位置づけ等を記載
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利便増進事業に対する重点的な支援（特例措置）

通常の支援内容
国の認定を受けた地域公共交通利便増進実施計画に

位置付けられている場合の支援内容

地域公共交通計画・地域公共交
通利便増進実施計画の策定等
【地域公共交通調査等事業】

地域公共交通計画策定

（補助率：１／２ 上限500万円。都道府県が、交通圏ごとに区域内
の複数の市町村と協働して策定する場合は上限1,500万円）

地域公共交通利便増進実施計画策定

（補助率：１／２ 上限1,000万円）
利用促進・事業評価

（補助率：１／２） ※最大５年間

路線バス・デマンド型タクシーの
運行
【地域公共交通確保維持事業（陸上交
通：地域間幹線系統補助・地域内フィー
ダー系統補助）】

対象系統
【地域間幹線系統】
① 複数市町村にまたがるもの
② １日当たりの計画運行回数が３回以上のもの
③ 輸送量が15人～150人／日と見込まれるもの
【地域内フィーダー系統】
① 政令市、中核市、特別区以外において補助対象地域間
幹線バス系統を補完するもの又は交通不便地域におけ
る移動手段の確保を目的としたもの

② 新たに運行を開始するなどの新規性があるもの
【共通】
車両減価償却費等補助又は公有民営補助
（補助率：１／２）

対象系統
【地域間幹線系統】

イ．路線再編により、従来の補助対象系統を基幹系統と支線系統
に分ける場合の再編後の系統
⇒ ・ ①及び③の要件の適用除外

⇒ ・支線系統における小型車両（乗車定員７～１０人）の補
助対象化

ロ．イ．の対象となる系統以外の系統
⇒ ・③の要件の緩和（最低輸送量：３人／日）

【地域内フィーダー系統】
①の要件：政令市等以外とする地域限定の解除
②の要件：従前から運行している系統のみなし適合
【共通】

車両減価償却費等補助、車両購入時一括補助又は公有民営補助
（補助率：１／２）

離島航路の運営
【地域公共交通確保維持事業（離島航
路運営費等補助）】

対象航路：唯一かつ赤字の一般旅客定期航路事業
（補助率：１／２）

対象航路：唯一かつ赤字の一般旅客定期航路事業、左記の
補助対象航路から転換する人の運送をする不定期航路事業
及び人の運送をする貨物定期航路事業（補助率：１／２）

ＬＲＴ・ＢＲＴの整備
【地域公共交通バリア解消促進等事業
（利用環境改善促進等事業）】

低床式路面電車、連節バスの導入等
（補助率：１／３）

低床式路面電車、連節バスの導入等

（補助率：２／５（軌道運送高度化事業、道路運送高度化事業を実施
する場合や、立地適正化計画及び都市・地域総合交通戦略（注）も
策定されている場合は、１／２）） （注）国の認定を受けたものに限る。

地域鉄道の安全対策
【地域公共交通バリア解消促進等事業
（鉄道軌道安全輸送設備等整備事業）】

安全設備の整備等

（補助率：１／３（鉄道事業再構築事業を実施する場合、財政力指
数が厳しい自治体が負担する費用相当分については１／２））

安全設備の整備等
（補助率：１／３（鉄道事業再構築事業を実施する場合、自治体が
負担する費用負担相当分については１／２））
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